平成21年12月10日改訂版

申請等の手続きに関する見直し
建設業許可申請及び届出の手続きに関して、次のとおり見直しを行いました。

（１）常勤性の確認について

常勤性が求められる経営業務管理責任者及び専任技術者について、他社と兼務している場合に提示を求めておりました非常勤証明書を不要とします。
（２）経営業務の管理責任者の経営経験について

ア　建設業の許可を受け、所定の決算変更届を提出している建設業者の場合、工事の請負契約の有無に関わらず、その業種の許可を有している期間は経営経験として取り扱います。
イ　執行役員等としての経営管理経験及び経営業務を補佐した経験を証する書面として添付を求めていた準ずる地位の証明書を廃止し、様式第７号経営業務の管理責任者証明書の証明者の印鑑証明書（証明者と申請者が同一の場合や経験を有する者が自己で証明する場合を除く）及び証明期間の組織図（証明者が法人の場合のみ必要）等を提示書類に変更します。

（３）技術者の資格を証する書面について

ア　専任技術者証明書（様式第８号（１））の専任技術者の資格を証する書面のうち、施工管理技士の合格証明書を再発行中の場合は、施工管理技士証明書（有効期間内のもの）でも受付可とします。
専任技術者証明書（様式第８号（１））に添付していただく施工管理技士証明書（有効期間内のもの）は原本とし、当該資格の確認書類は不要です。

イ　国家資格者等・監理技術者一覧表（様式第１１号の２）の国家資格者の資格を証する書面のうち、施工管理技士の合格証明書を再発行中の場合は、施工管理技士証明書（有効期間内のもの）でも受付可とし、国家資格者等・監理技術者一覧表（様式第１１号の２）に添付していただく施工管理技士証明書（有効期間内のもの）は原本とします。
国家資格者等・監理技術者一覧表（様式第１１号の２）の国家資格者の資格を証する書面について、監理技術者資格者証の写しでも受付可とし、国家資格者等・監理技術者一覧表（様式第１１号の２）に添付していただく監理技術者資格者証は写しとします。
また、国家資格者等・監理技術者一覧表（様式第１１号の２）の国家資格者の資格を証する書面について、原本提示による確認を不要とします。

（４）令第3条に規定する使用人の更新申請時の確認について

更新申請時においては、法人の取締役会等又は代表取締役からの建設業に係る請負契約の締結等、令第3条に規定する使用人への委任内容が確認できる「委任状」の提示を不要とします。
（５）役員等の氏名の変更について

既に法人である場合の役員、令３に定める使用人及び個人事業である場合の事業主、支配人について、役職、氏名、住所、所属する営業所の名称に変更があった場合には、変更届出書（様式第２２号の２）の法定添付書類として誓約書（様式第６号）及び登記事項証明書等は省略できることとします。

（６）営業所の使用権利関係を証する書面について

ア　営業所の使用権利関係を証する書面に、営業所の建物表示のある固定資産税・都市計画税の納税通知書の原本（直近のものに限る）を追加します。

イ　営業所の使用権利関係を証する書面で、法人の役員、個人事業主及び個人の支配人が建物を持分２分の１以上所有している場合は、使用承諾書の提示を不要とします。

ウ　賃貸契約書（原本提示）の使用目的が住居用に限定されている場合や事務所禁止となっている場合を除き、営業所写真で事務所としての使用を確認できれば、使用承諾書の提示を不要とします。

（７）定款の原本証明について

定款の原本証明を不要とします。
（８）定款及び商業登記簿謄本の目的欄について

新規許可申請については、予め定款及び商業登記簿謄本の目的欄に申請業種の記載を求めていましたが、今後は誓約書（様式第６号）の余白に「次回の決算変更届には、今回の申請業種が確認できる事項を追記した定款を添付し、商業登記簿謄本も訂正する」旨の誓約を記入していただくことで、受付可とします。
新規許可を除く申請についても、同様に扱います。
「申請等の手続きに関する見直し」ＦＡＱ

（１）常勤性の確認について

Ｑ１　非常勤証明書が不要ということですが、略歴書には、兼務している他社において非常勤であるという旨の記載は必要ですか？

Ａ１　必要ありません。

（２）経営業務の管理責任者の経営経験について

　Ｑ１　建設業の許可を受け、所定の決算変更届を提出している場合、工事の請負契約の実績がなくても経営経験が認められますか？ 

Ａ１　認められます。なお、請負契約の実績の有無は問いません。

Ｑ２　工事の請負契約の実績がなくても経営経験を認めるということですが、それでは専任技術者の実務経験の実績確認を経営業務の管理責任者証明書（規則様式第7号）ではできなくなるということですか？

Ａ２　平成21年11月以降に受付された経営業務の管理責任者証明書では、専任技術者の実務経験の実績確認はできません。

　Ｑ３　建設業の許可を受け、所定の決算変更届を提出しましたが、一部の期間の決算変更届を紛失しました。その期間について、経営業務の管理責任者の経営経験を認められますか？

Ａ３　現在、許可を有している建設業者の場合は、大阪府が保管している直近の決算変更届で確認できる決算日までは経営経験として認めます。

廃業や失効した業者の場合は、業者が保管している最新の決算変更届で確認できる決算日までは経営経験として認めます。

また、業者が決算変更届を保管していない場合でも、新規で許可を受けてから最終の更新許可の日までは経営経験として認めます。

（３）技術者の資格を証する書面について

　Ｑ１　専任技術者証明書や国家資格者等・監理技術者一覧表の添付書類としての国家資格者の資格を証する書類として、有効期限内の施行管理技士証明書（原本）を認めるとのことですが、施行管理技士の合格証明書に併せてこの施行管理技士証明書が必要となるのですか？

　Ａ１　合格証明書を紛失されるなどして合格証明書の再発行手続中に、申請・変更・技術者の追加等の手続をされる場合、施行管理技士証明書のみでも認めるというものです。この場合、後日に再発行された合格証明書を提示して頂く必要もありません。

　Ｑ２　国家資格者等・監理技術者一覧表の添付書類としての国家資格者の資格を証する書類として、監理技術者資格者証の写しでも受付可とのことですが、建設業法第15条第2号ハに規定される国土交通大臣認定を受けた者についても受付できますか？

　Ａ２　大臣認定につきましては、当該認定の有効期間を確認する必要があるため、監理技術者資格者証の写しでは受付できません。

　Ｑ３　監理技術者資格者証に記載される「所属建設業者」が、国家資格者等・監理技術者の登録を行う業者名と一致していない場合でも認められますか？

　Ａ３　認められません。

監理技術者資格者証に記載に変更があった場合は、30日以内に変更手続を行う必要があります。詳細は、交付機関（財団法人建設業技術者センター）にお問合せください。

　Ｑ４　監理技術者資格者証の記載内容に変更があり、裏面に変更内容が記載されています。裏面の写しも必要ですか？
　Ａ４　表面、裏面とも写しが必要です。

（４）令第３条に規定する使用人の更新申請時の確認について

Ｑ１　更新申請時には、法人の取締役会等又は代表取締役からの建設業に係る請負契約の締結等、令第３条に規定する使用人への委任内容が確認できる「委任状」の提示は不要とのことですが、営業所での業種を変更する場合も不要ですか？

Ａ１　この場合も「委任状」の提示は不要です。

大阪府知事許可を継続して有している建設業者の場合、平成21年11月以前の申請又は令第３条使用人の変更届出において、大阪府が委任状を確認したものについては、再確認は不要としたものです。

したがって、当該質問の場合は「委任状」の提示は不要です。

（５）役員等の氏名の変更について

Ｑ１　誓約書（様式第６号）の省略が可能なケースには、役員の就任も含まれますか？

Ａ１　今回、誓約書（様式第６号）の省略を可能としたのは、元々役員であったものが婚姻等により氏名を変更した場合ですので、新たに役員に就任する場合は、誓約書（様式第６号）を省略することはできません。

（６）営業所の使用権利関係を証する書面について

Ｑ１　営業所の使用権利関係を証する書面について、直近の固定資産税・都市計画税の納税通知書の原本を認めるとのことですが、従来認められていた発行日から３か月以内の建物部分の登記簿謄本や固定資産評価証明書などに併せて必要ということですか？

Ａ１　いずれか１点で結構です。

Ｑ２　法人の役員などが建物を持分2分の1以上所有している場合は、使用承諾書の提示を不要とするとのことですが、共有名義人の使用承諾書の提示も不要ですか？

Ａ２　共有名義人の使用承諾書も提示は不要です。

Ｑ３　賃貸契約書上、使用目的が「倉庫」となっている場合、使用承諾書の提示は必要ですか？

Ａ３　営業所の写真によって事務所としての使用が確認できる場合は、使用承諾書の提示は不要です。

（７）定款の原本証明について

Ｑ１　定款の原本証明は不要とのことですが、定款の原本を持参しなくてよいのですか？ 

Ａ１　原本提示は不要です。

（８）定款及び商業登記簿謄本の目的欄について

Ｑ１　定款及び商業登記簿謄本の目的欄に記載する業種は、具体的に記載する必要がありますか？

Ａ１　大阪府では、申請する業種の名称又は具体的な建設工事を記載して頂くようお願いしております。申請時に、定款及び商業登記簿謄本の目的欄に業種の記載がない場合は、誓約書（様式第６号）の余白に「次回の決算変更届には、今回の申請業種が確認できる事項を追記した定款を添付し、商業登記簿謄本も変更する」旨の誓約を記入していただき、許可後の決算期に係る決算変更届に変更後の定款の写しを添付して頂くようお願いします。







